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2012 年 12月 19日、韓国の第18代大統領選挙でパク・クネ候補が大統領に当選したことにより、韓国

の歴史において初めて女性大統領時代が開かれることとなった。しかしながら、韓国における女性の労働

力率は 54.9%で OECD 平均(61.8%) より 6.9% ポイントも低い。また、男女間における賃金格差は、39%で

OECD平均(15%)の 2倍以上になっている(図表)。さらに管理職に占める女性の割合は10％で、OECD平均の

3 分の 1 に過ぎない。このように女性に対する就業の機会が十分確保されず、処遇や資金面において女性

が何らかの不利益を受けている可能性が高い国で女性大統領が誕生することは本当に画期的なことである。 

 

図表)OECD主要国における男女間の賃金格差  
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出所)OECD(2012) Employment Outlook 2012 

 

さて、韓国の女性たちの地位と権利を今より向上させるためには、何より安定した雇用の場を確保する

必要がある。韓国は女性の労動力率が低いのみならず、働く女性の多数がパートやアルバイトなどの不安

定的な雇用に従事している実態にある。2012年現在、非正規職として働く女性の割合は 41.5%で、男性の 
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27.2%より 14.3%ポイントも高い状況である。過去には生活の足しとしての小遣いを稼ぐためにパートやア

ルバイトなどで働く女性が多かったことに比べて、最近は就職が厳しくなって正規職として就職できなか

った女性や子育ての母親世帯が増加している。また、女性の場合、出産や育児によりキャリアが断絶され、

男性より勤続年数が短く、その結果管理職に昇進する割合は男性より圧倒的に低くなっていた。 

しかしながら、昨年の12月にパク・クネ氏が大統領選で勝利してから早くも少しずつ変化が起き始めて

いる。最も大きな変化はマスコミが女性の雇用や管理職登用と関連した記事を連日のように掲載すること

になったことである。実際には、女性の機会拡大は大統領選に勝利する前のパク・クネ氏の周辺からも起

きていた。つまりパク・クネ氏が大統領候補に確定されてから、相当数のマスコミがパク・クネ氏の担当

記者を女性に交替していた。パク・クネ氏により密着して取材するためである。 

企業にも変化が起きている。現代・KIA自動車グループは昨年12月 28日に定期人事を行い、創業以来

最も多い3人の女性を役員として昇進させた。 全役員昇進者(379人)に対する比重はまだ小さいが、現代・

KIA自動車が今まで韓国を代表する男性中心企業であったことを考慮すれば決して少ないとはいえない。 

このような動きはグローバル企業でもっとはっきり現われている。製薬会社である韓国MSDは、全役員 13

人の中 8人が女性である。また、韓国ノバルティスの場合にも全役員15人の中 9人が女性で構成されて

いる。また、韓国 IBMは 1967年設立以後初めて中国系アメリカ人女性を社長として任命した。 

政策面にも変化が生じ、女性雇用を支援するための政策も継続して発表されている。  

まず女性の雇用率を拡大する目的で、政府は500人以上の民間大企業や公共機関に対して、そこで働い

ている女性労働者と管理職の割合が業種平均の 70%に達しておらずかつ政府の是正勧告に従わない場合、

企業・機関名を公開するとともに政府が実施する事業への参加を制限するなどの措置を行う予定である。 

一方、中小企業に対しては、女性雇用の支援状況に応じてポイントを付与する「男女雇用平等インセン

ティブマイレージ制度」を導入する。この制度では、女性雇用率、 女性管理者の割合、 出産及び育児休

職の使用割合、 姙娠及び出産後の再雇用率などを電算システムを通じて統合管理し、その結果に基づいて

企業に税制優遇措置や金融支援、そして社会保険料支援などを段階的に実施する予定である。 

さらに、公共機関に対しては、女性役員の割合を順次拡大する内容を骨子にした「公共機関運営に関す

る法律改正案」が 1月 13日に国会に提出された。主な内容は公的企業の女性役員の割合を 3年以内に15% 

以上に、さらに5年以内には30％以上にまで引き上げることである。しかしながらこれに対する問題点も

指摘されている。2006 年 3 月から積極的労働市場政策1を実施することにより女性役員の割合が少しずつ

上昇してはいるが、女性の場合、出産及び育児などが原因でキャリアが断絶される場合が多く、役員とし

ての経歴及び能力を持っている人材が男性に比べて少ないのが事実である。従って現段階で女性役員の割

合を供給能力より高く設定してしまうと、企業は基準を達成しなかった時の罰則から逃れるために外部か

                                                  
1韓国政府は女性雇用拡大及び差別改善のため、2005 年 12 月に男女雇用平等法改正し、2006 年 3 月 1 日から積極的雇用

改善措置制度を施行した。積極的雇用改善措置制度とは、積極的措置(Affirmative Action）を雇用部門に適用した概念で、

政府、地方自治団体及び事業主などが現存する雇用上の差別を解消し、雇用平等を促進するために行うすべての措置やそれ

と伴う手続きを言う。つまり、同じ業種の他の企業と比べて女性を著しく少なく雇用したり女性管理職比率が低い企業は「間

接差別」の兆候があると判断し、差別的な慣行を改善し女性にも同等な機会を提供するように求める。積極的雇用改善措置

は少子高齢化に伴って、持続的に国や企業の成長のためには女性の雇用が拡大されるべきであるという社会的要求や企業の

必要性により導入されることになった。 
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ら女性管理職を引っ張ってくるか、経歴や能力が十分ではない内部の女性従業員を昇進させざるを得なく

なり、その結果男性が逆差別を受ける可能性もある。韓国の実情から考えると、企業における女性役員の

供給能力を把握し、女性役員の割合を供給能力以上に高く設定しないことや、将来女性が経歴や能力が足

りず、役員として昇進できないことが発生しないようにキャリアの断絶を防ぐ措置に力を入れることも必

要であろう。  

韓国で大統領が任命できる政府関連高位職は1万人に達すると言う。 就任を一ヶ月余り後に控えている

韓国史上最初の女性大統領パク・クネ当選者が、今後どのような人事を行うか世間が注目している。女性

の雇用率が高まり、女性がより躍進する社会になるのか今後の動きに注目するところである。 

 


